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新地方公会計制度について

⑴ 地方公会計改革の経過と本市の取組 

地方分権の進展に伴い、財政の透明性と、責任ある地域経営が地方公共団体に求められている中、

総務省では平成18年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」を公表、同年８月に「地方行革新指

針」を示し、その中で人口３万人以上の都市などは平成20年度決算から「地方公会計改革（普通会

計及び連結財務書類４表の作成・公表）」に取り組むこととなりました。 

これを受け本市においても、それまでの歳入歳出決算書を補完するものとしての新たな財務書類

（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成・公表していると

ころです。 

一方、地方公会計の推進について総務省では、平成22年９月「今後の新地方公会計の推進に関す

る研究会」を立ち上げ、標準的な基準の詳細設計、固定資産台帳や複式簿記等の実務的な取扱いに

ついて、それぞれ作業部会を設置して検討を重ね、平成27年1月23日に総務大臣より「統一的な基準

による地方公会計の整備促進について」が全国の地方公共団体に通知されました。本通知では、平

成29年度までに全ての地方公共団体で統一的な基準による財務書類等の作成が要請されています。 

現在本市では、平成28年度決算分からの統一基準による財務書類等の作成を目指し準備を進めて

います。 

 

⑵ 地方公会計改革の目的・意義 

地方自治法に基づく、現金主義・単式会計による財務会計処理を継続しながら、経費支出、建設

投資と資産増減を明確に関連付けして、発生主義に基づく複式による会計処理を取り入れることに

よって、以下の項目の実現を目指します。 

 

（1）財務関係の情報を分かりやすい内容で公開し、説明責任を果たすことによって、行財政の信

頼性を向上させる。 

（2) 財政状況の悪化や改善などを早期に把握し、健全化を促進する。 

(3）資産・債務改革を促進する。 

⑶ 作成モデル 

財務書類には、「総務省方式改訂モデル」、「基準モデル」及び平成29年度から作成が要請されてい

る「統一モデル」の３つのモデルがあります。 

現在本市の財務書類の作成にあたっては、｢総務省方式改訂モデル｣の方式により作成しています。

｢総務省方式改訂モデル｣では、自治体の財政状況を分かりやすく示す工夫が盛り込まれていること

や、全国の８割を越える団体が｢総務省方式改訂モデル｣を採用していることから比較対象とする観

点から見ても効果的と言えます。 
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⑷ 財務書類４表 

財務書類は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資金収支計算書の４

表により構成され、その関係を示したのが下記の図です。財務書類４表は、それぞれが結びついて

いますので、それぞれの数値が影響を及ぼし合います。 

 
 

ア 貸借対照表（Ｂ/Ｓ：Balance Sheet） 

住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その財産をどのような財源（負

債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した財務書類です。表内の資産合計額（表左

側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右の均衡がとれていることからバランスシ

ートとも呼ばれています。 

総務省方式改訂モデル・・・地方財政状況調査（決算統計）の情報を活用して、従来

の総務省方式を段階的に改善しながら作成するモデル 

承しつつ、段階的に固定資産台帳を整備し、資産

評価を行う方式 

 

基準モデル・・・・・・・・民間企業会計の考え方を基に、個々の取引情報を発生主義

により発生の都度または期末に一括して複式記帳して作

成するモデル 

統一モデル・・・・・・平成 29年度から全ての地方公共団体に作成要請されているモ

デル。固定資産台帳の整備を前提とし、発生主義・複式記

帳により作成するモデル 
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イ 行政コスト計算書（Ｐ/Ｌ：Profit and Loss Statement） 

（民間企業の「損益計算書」に相当します。） 

１年間（４月１日から翌年３月31日まで）の行政活動のうち、福祉給付やごみの収集といっ

た資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの対価として得られ

た収入金等を対比させた財務書類です。 

 

ウ 純資産変動計算書（ＮＷＭ：Net Worth Matrix） 

上記、ア貸借対照表内の「純資産の部」に計上されている各数値が１年間でどのように変動

したかを表している財務書類です。 

 

エ 資金収支計算書（Ｃ/Ｆ：Cash Flow Statement） 

歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異なる３つの区分（「経常的収支の部」、「公共資

産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）に分けて表示した財務書類です。 

 

⑸ 財務書類作成の前提条件 

ア 基準日は平成27年３月31日とし、出納整理期間（平成27年４月１日から５月31日まで）にお

ける資金の出入りは、基準日までに完了したものとして処理しています。 

イ 基礎数値については、市町村合併した旧４市町村を含む昭和49年度からの総務省「地方財政

状況調査（決算統計）」の数値を用いています。 

 

⑹ 財務書類の対象範囲 

ア 普通会計（地方財政状況調査「決算統計」上の区分） 

イ 連結 

普通会計のほか、公営事業会計などの特別会計や、自治体と連携して行政サービスを実施す

る関係団体や法人等の会計を合算した会計 
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※ 第三セクターの連結基準 

・出資比率50％以上の法人 

・出資比率25％以上50％未満の法人で、役員の派遣、財政支援等の実態から法人経営に実質的に主導

的な立場を確保していると認められる法人 

 

（参考）㈱的山大島風力発電所については、出資比率25％であるが、役員の派遣等がないため、連結の

対象外としています。 
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普通会計財務書類４表の分析

⑴ 貸借対照表 

ア 貸借対照表の前年度比較 

～資産・負債ともに増加、資産の４分の１は将来世代の負担～ 

普通会計の資産総額は1,222億８千５百万円で、前年度と比較して約32億２千６百万円増加し

ました。主な要因は、平戸未来創造館（新図書館）や消防庁舎の建設及び消防デジタル化事業な

どの大型公共事業の実施により、既存資産の減価償却費を上回る資本的支出（設備投資）が行わ

れたためです。 

一方で、負債総額は329億３千８百万と前年度と比較して約９億３千３百万円増加しました。平

成19年度から引き続き実施している繰上償還により昨年度までは減少傾向にありましたが、前述

の大型事業の実施に伴う地方債発行額が地方債償還額を上回ったことが主な要因です。 

資産総額に対する負債総額の比率は26.9％であり、現在ある資産のおよそ４分の１は将来世代

が負担していくことになります。健全な財政運営を考えると、現世代までの負担や国県からの補

助金（純資産）の割合が高く、将来世代への負担（負債）の割合は少ない方が望ましいと言えま

す。 

今後は、行政改革推進計画及び財政健全化計画に基づき、将来世代への負担の軽減を視野に入

れながら健全な財政運営に努める必要があります。 
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イ [資産の部]公共資産 

～行政目的別割合を見ることで、分野ごとの公共資産の比重を見ることができま

す～ 

平成26年度の有形固定資産は、1,090億２千５百万円で資産総額の89.2％の割合を占めていま

す。このうち道路や住宅などの生活インフラ・国土保全が424億４千４百万円で有形固定資産の

38.9％、漁港や観光施設などの産業振興が329億９千１百万円で30.3％と有形固定資産に占める

割合が非常に高くなっています。また、教育部門及び消防部門において前年度比が大きくの伸び

ているのは、平戸未来創造館及び消防庁舎の建設並びに消防デジタル化事業によるものです。 
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ウ [資産の部]投資等 

～投資的な資金の保有状況を見ることができます～ 

(ｱ) 投資及び出資金 

投資及び出資金は、20億７千４百万円で資産総額の1.7％の割合になります。投資及び出資

（出捐）先は、第３セクターや公営企業などで、主なものとして水道事業に12億４百万円、病

院事業に３億５千５百万円、交通船事業に３億３千６百万円、平戸市振興公社に３千万円を出

資しています。 

 

 (ｲ) 貸付金 

貸付金は、２億９千６百万円で資産総額の0.2％の割合になります。貸付金には、地域振興に

資する民間事業活動に資金を融資する地域総合整備資金貸付金や県林業公社への貸付金など

があります。 

 

 (ｳ) 基金等 

基金等は、54億９千６百万円で資産総額の4.5％の割合になります。ひらど生き活き基金など

の特定目的基金が44億６百万円、土地開発基金が９億６千９百万円、奨学資金貸付基金が１億

２千１百万円などを普通会計で保有しています。 

 

(ｴ) 長期延滞債権 

長期延滞債権は、８千３百万円で資産総額の0.1％の割合になります。長期延滞債権とは、納

付期限が１年以上経過した債権のことで、市民税や固定資産税などの市税、市営住宅などの使

用料、保育料などの負担金及び各種貸付金などがあります。このうち市税は６千４百万円で全

体の約８割近くを占めています。 
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エ [資産の部]流動資産 

～普通会計の現金預金は５０億９千万円、未収金は５千９百万円です～ 

(ｱ) 現金預金 

現金預金は、50億９千万円で資産総額の4.2％の割合になります。前年度と比較すると歳計現

金が２億７千４百万円減少、財政調整基金が５億２千２百万円の増加、現金預金全体で２億５

千万円の増加となっています。 

 

(ｲ) 未収金 

未収金は、５千９百万円で資産総額の0.1％の割合になります。納付期限から１年以上経過し

た債権は長期延滞債権に計上されますので、「未収金」には、滞納期間が１年未満の債権のみが

計上されています。 

 

    

 

 

 

オ [負債の部]固定負債 

～将来世代の負担はこの1年で９億３千３百万円増加しました～ 

(ｱ) 地方債（固定負債）及び翌年度償還予定地方債（流動負債） 

翌年度以降に償還する地方債（借金）の合計は、290億２千７百万円で、負債・純資産総額の

23.7％の割合を占めています。平成26年度は44億６千４百万を借り入れし、32億９千３百万円

を返済したことなどから、地方債残高は11億７千１百万円増加しました。平成27年度において

も、引き続き大型事業の実施により地方債残高は増加する予定となっています。 

 

(ｲ) 退職手当引当金（固定負債） 

退職手当引当金は、37億２千７百万円で負債・純資産総額の3.0％の割合になります。前年度

と比較すると２億４千３百万円の減少となっています。なお、退職手当引当金は、期末要支給

額（簡便法による）から退職手当組合への積立額を控除した額を計上しています。 
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(ｳ) 賞与手当引当金（流動負債） 

賞与引当金は、１億８千４百万円で負債・純資産総額の0.2％の割合になります。賞与引当金

は、平成27年６月賞与支給額の４分の６相当の額を計上しています。 

 

     

 

 

 

カ [純資産の部] 

～過去又は現世代が負担した公共資産の財源は893億4千7百万円です～ 

(ｱ) 公共資産等整備国県補助金等 

資産整備などの財源として、これまで国や県から補助を受けた金額を計上しており、337億９

千４百万円で負債・純資産総額の27.6％の割合になります。前年度と比較すると４億５千万円

の増加となり、補助金の受入額が減価償却した費用より多かったことが分かります。 

 

(ｲ) 公共資産等整備一般財源等 

資産整備などの財源のうち、国や県からの補助金と建設地方債を除いたものです。計上額は

663億６千７百万円で、負債・純資産総額の54.3％の割合になります。前年度と比較すると18億

５千万円の増加となり、その要因は地方債償還に伴う財源振替などによるものです。 

 

(ｳ) その他一般財源等 

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額です。これは、翌

年度以降自由に使えるお金が既に拘束されているということになり、多くの自治体がマイナス

になると考えられます。その理由として、資産形成を伴わない負債（赤字地方債）が存在し、

その支払いに対する積み立てがなされていないためです。 

計上額は、△109億７千６百万円で、負債・純資産総額の△9.0％の割合になります。前年度

と比較すると22億円の減少となり、翌年度以降自由に使えるお金（一般財源等）のうち拘束さ

れる範囲が拡大されたことが分かります。 
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キ 貸借対照表の指標分析 

(ｱ) 社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本整備の結果を示す公共資産のうち、現世代の負担（既に納付された税金等）で賄わ

れた割合と将来の世代が負担しなければならない割合を示すものです。純資産が公共資産合計

に占める割合を見ることにより、現世代までに既に負担された割合を見ることができます。 

また、地方債残高が公共資産合計に占める割合を見ることにより、将来返済しなければなら

ない将来世代の負担の割合を見ることができます。 

  

   

  

上記の負担比率表を見てみると、平成26年度における現世代までの社会資本負担比率は、前

年度から0.8ポイント増加し81.8％でした。 

一方、公共資産に対する地方債残高の割合である将来世代による社会資本負担比率は、前年

度から0.7ポイント増加し26.6％になり、地方債残高の増加比率が公共資産の増加比率よりも

[算出方法] 

（ⅰ）過去および現世代負担比率：純資産合計 ÷ 公共資産合計 × 100 

（ⅱ）将来世代負担比率    ：地方債残高 ÷ 公共資産合計 × 100 
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大きかったことが分かります。平成26年度は大型事業の実施により、その財源としての地方債

の発行額が増加したことが影響しています。 

将来世代負担比率の平均的な値は15％～40％とされており、範囲内には収まっていますが、

今後は今まで以上に過疎化が進んでいくと予想されることから、計画的な市債の発行や徹底し

た歳出の削減など行い、将来世代への負担を少しでも軽減していく必要があります。 

 

 

(ｲ) 歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年

分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

  

 

      

上記の比率を見てみると、歳入額対資産比率は前年度より0.7年分減少しています。このこと

から、歳入のうち資産形成に充当している割合が低くなったことが分かります。 

歳入総額は景気や地方交付税制度など外部要因に影響を受けやすいですが、有形固定資産が

多く含まれる資産総額は短期間には大きくは変動しないため、歳入総額には、引き続き注視し

ていかなければなりません。 

また、歳入額対資産比率は、社会資本整備の度合いを示す指標であるため、この比率が高い

ほどストックとしての社会資本整備が進んでいると考えられます。ただし、歳入規模に比して

過度の社会資本整備を行っている場合は今後の社会資本の維持負担が大きくなり、将来の財政

運営を圧迫するおそれもありますので、必ずしも高ければ良いとは言えないことに留意する必

要があります。 

 

 

(ｳ) 資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算

することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体として

把握することができます。 

  
 

[算出方法]    資産合計÷歳入総額 

[算出方法]  減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）×100 
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資産老朽化比率を目的別に見ると、道路整備などの生活インフラの比率が43.0％、学校施設

などの教育の比率は38.6％と他より低くなっています。これは、道路の新設・改良、小中学校

施設の建替えや耐震化などを継続的に実施していることによるものです。 

これに対し、福祉や環境衛生では70％以上となっています。これら老朽化比率が高い分野に

ついては今後、維持補修費の増加が予想されますので、公共施設管理計画に基づき施設自体の

あり方を見直し、計画的な施設の整備や施設の統廃合など検討する必要があります。 

 

(ｴ) 市民一人当たりの貸借対照表 

貸借対照表の各項目の数値を住民基本台帳人口で除して、市民一人当たりの貸借対照表を見

てみます。市民一人当たりの資産総額は3,642千円で、このうち公共資産が3,252千円、投資等

は237千円、流動資産は153千円となっています。 

一方で、負債総額は981千円、純資産総額は2,661千円となり、「負債」と「純資産」の割合は

概ね３：７となっています。 

また、資産の増加と人口減少の影響により、前年度と比較して一人当たりの総額が大きくな

っています。 
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⑵ 行政コスト計算書 

ア 行政コスト計算書の概要 

行政コスト計算書では、１年間の行政サービスのうち、どのような目的（生活インフラ、教育、

福祉など）に、どのような性質（人件費、物件費、補助金等など）の費用がかかったのか、また

その行政サービスの提供に対する使用料や手数料といった受益者負担がどの程度あったのかを

把握することができます。 

～コストの約5割は社会保障費などの移転支出的なコストです～ 

平成26年度の経常行政コストは199億５千５百万円となっており、性質別に見ると社会保障給

付や補助金等などの移転支出的なコストが46.0％を占め、物に係るコストが35.7％、人件費など

の人に係るコストが16.6％となっています。 

今後、高齢化等に伴い社会保障給付が増加し、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び

後期高齢者医療特別会計など他会計等への支出額が増加すると予想されることから、職員数の更

なる適正化や公共施設の統廃合、各種補助金の見直しなど経常経費の削減に努め、引き続き、行

財政改革の推進と財政運営の安定化を図っていく必要があります。 
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イ 行政コスト計算書の指標分析 

(ｱ) 目的別行政コスト 

行政コスト計算書の経常行政コストを目的別に見てみると、最も比率が高いのは、福祉の63

億６千６百万円で全体の31.9％の割合を占めています。福祉分野に係る経費が非常に高い割合

なのが分かります。次に高いのは、産業振興の28億８千万円で全体の14.4％の割合になります。 

前年度と比較すると全体で５億４千１百万円の増となりました。これは、やらんば！平戸応

援寄附金特典等推進経費や臨時福祉給付金などの事業費の増加が大きく影響しています。 

 

 

 

(ｲ) 受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、保育料や施設使用料などのいわゆる受益者の負担金

であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定す

ることができます。 

 

     

     

[算出方法] 経常収益÷経常行政コスト×100 
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 平成26年度の普通会計での受益者負担率は、10.3％と前年と比較し７ポイント増加していま

す。この主な要因は、平成26年度「やらんば！平戸応援寄附金」（経常収益）が飛躍的に増加し

たことによるものです。 

また、経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストの比率は89.7％となり、

行政サービスの提供に係るコストの大部分は受益者負担以外の収入（市税や地方交付税など）

により賄われていると言えます。 

 

(ｳ) 行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコスト

がかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを

見ることができます。 

行政目的ごとの比率はかなりバラつきますが、全体では、10％～30％の間の比率が平均的な

値とされています。福祉分野での比率が極めて高くなっていますが、これは高齢者や障害者、

または生活保護者などへの社会保障費が大半を占めており、資産形成の少ない行政サービスを

行っているためです。 

 

     
[算出方法] 経常行政コスト÷公共資産×100 
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(ｴ) 市民一人当たりの行政コスト計算書 

平成26年度に市民一人当たりにかかった経常行政コストは、594千円で前年度から２万８千

円増加しました。また、市民一人当たりが負担した使用料や手数料などの額は61千円になり、

前年度から４万２千円増でした。経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コスト

は、533千円となり、平成25年度よりも１万４千円のコスト減となっています。 
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⑶ 純資産変動計算書 

ア 純資産変動計算書の概要 

純資産とは、行政サービスを提供するための財産を取得した資産のうち、現世代までに負担が

済んでいる資産のことで、貸借対照表の「純資産の部」について、１年間でどのように変動した

かを表すものが純資産変動計算書となります。このうちの純経常行政コストは「行政コスト計算

書の純経常行政コスト」、期末純資産残高は「貸借対照表の純資産合計」とそれぞれ一致します。 

～この一年で純資産は２２億9千３百万円増加しました～ 

平成26年度末の純資産は、前年度末から22億９千３百万円増の893億４千７百万円になりまし

た。 

平成26年度は、純経常行政コストに179億円かかったものの、地方税など経常的な一般財源が

145億７千１百万円、経常的なコストに対する補助金が64億５千７百万円であったため、当年度の

収入で純経常行政コストを賄うことができたことになります。 

一般財源のうち、その他行政コスト充当財源には、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、

株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全

対策交付金、財産収入、諸収入などがあります。 

行政コスト充当財源や地方交付税、国県補助金などは、景気や国県の影響を受けやすく、特に

地方交付税は、合併特例期間終了となる平成28年度から段階的に減額されるため、今後は、純経

常行政コストを当該年度の収入で賄うことができなくなる場合が考えられます。 

安定した財政運営や将来世代への負担の増加を防ぐためには、今後更に徹底した歳出削減を行

い、純経常行政コストを減らすことが必要になります。 
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イ 純資産変動計算書の指標分析 

(ｱ) 行政コスト対税収等比率 

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、当年度に行われた行政サー

ビスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担

で賄われたかが分かります。 

平均的な値は、90％～110％の間の比率になりますが、今年度は100％未満となっているため、

翌年度以降へ引き継ぐ資産は増加しています。 

なお、行政コストには減価償却費が含まれますが、実質的なコストではないとする考え方も

あることから、これに含まれる国県補助金や赤字地方債（臨時財政対策債）を考慮すると、更

に低い数値となります。 

     

     

     

(ｲ) 市民一人当たりの純資産変動計算書 

  

[算出方法] 純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等））

×100 
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⑷ 資金収支計算書 

ア 資金収支計算書の概要 

資金収支計算書は、１年間の資金（現金）の出入りの情報を性質の異なる３つの収支区分に分   

けて表示した財務書類です。 

このように分類することにより、どのような要因で資金が増減したのかが分かります。会計年

度末における現金の残高を表すため、４つの財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成されて

おり、その期末資金残高は貸借対照表の歳計現金と一致します。 

 

～３つの収支区分は、黒字で赤字を穴埋めする関係です～

  
     

平成26年度の資金収支計算書を見ると、経常的な行政サービスに伴う現金収支である「経常的

収支の部」では、収支差額は前年度から３億５千５百万円減少しましたが、45億２千１百万円の

黒字になりました。 

この収支差額は、公共資産整備や地方債償還などに充てられることになります。公共資産整備

など固定資産形成に伴う「公共資産整備収支の部」では、収支差額が８億４千６百万円の収支不

足となり、また貸付や基金積立、地方債償還などの「投資・財務的収支の部」も39億４千９百万

円の収支不足となりました。それぞれの収支不足については、経常的収支の収支余剰分で補われ

たことが分かります。 
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イ 資金収支計算書の指標分析 

(ｱ) 地方債の償還可能年数 

自治体が抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できる

かを表す指標で、債務返済能力を測る指標です。 

平成26年度の地方債の償還可能年数は8.8年で、前年度から延びたものの、地方公共団体の平

均的な値と言われる３年～９年の範囲内となっています。 

しかし、経常的収支の中身を見てみると、市町村合併の特例措置（合併算定替）により臨時

的に増加している地方交付税が収入の54％を占めています。今後は、この特例措置が段階的に

縮減されることから、更なる歳出削減や財源の確保を行っていくことが必要となります。 

     

     
     

(ｲ) プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

 公債費関連の歳入・歳出を除いた基礎的財政収支で、地方債の元利償還金を除いた歳出と、

地方債発行収入額を除いた歳入のバランスを見ることにより、持続可能な財政運営であるかど

うかが分かります。 

     平成26年度は５億８千７百万円のマイナスで、前年度と比較する18億１千５百万円減少し

ています。これは、大型事業の実施による地方債発行額の増加と地方債の繰上償還が大きく

関係しています。 

今後の計画として、プライマリーバランスが赤字とならないよう地方債発行の抑制や平準

化などにより、恒常的な黒字化を維持することで財政の健全化を図り、将来の世代にできる

だけ負担を残さないように努めなければなりません。 

     

     

[算出方法]  地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く） 

[算出方法] 歳入総額（繰越金、地方債発行額及び財政調整基金等取崩額を除く） 

    －歳出総額（地方債元利償還額及び財政調整基金等積立額を除く） 
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(ｳ) 市民一人当たりの資金収支計算書 
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普通会計､平戸市全体､連結財務書類４表の比較分析
 

前項までは普通会計の財務書類を分析しましたが、ここでは普通会計ベースに加え、平戸市全体ベ

ース、連結ベースの３つの財務書類を比較して分析します。（Ｐ３～４ 財務書類の対象範囲参照） 

連結財務書類を作成することにより、以下のような情報を得ることができます。 

① 地方公共団体と連携・協力してサービスを提供している会計・法人・団体にはどのようなも

のがあるかを整理することができる 

② 連結全体での財政状況やコストの発生状況、資金収支の状況を把握することができる 

③ 個々の会計などが連結全体に対してどのような影響を与えているのか、個々の会計の財政状

況の悪化が連結全体に重要な影響を及ぼしていないかといった情報を得ることができる 

また、分析方法としては連単分析があります。これは普通会計財務書類の数値と連結財務書類の数

値を比較することにより普通会計以外での行政サービスの規模を把握することができます。 

 

⑴ 貸借対照表 

ア 資産の部、負債の部及び純資産の部との比較 

～連結ベースでは将来世代の負担が1.2倍大きくなります～ 

資産合計を見てみると、平戸市全体が普通会計の1.16倍、連結で1.20倍となっているのに対し、

負債合計では平戸市全体で1.26倍、連結で1.32倍といずれも大きくなっています。 

これにより、平戸市全体や連結で見ると、普通会計で見るより将来世代の負担が高いというこ

とが分かります。この要因として、水道事業や病院事業などの公営企業では行政サービスを提供

するための水道管や医療機器など設備の先行投資が必要なため、どうしても負債の割合が高くな

ってしまうことなどが挙げられます。 

 



３ 普通会計､平戸市全体､連結財務書類４表の比較分析 

  
２４ 

イ 市民一人当たりの貸借対照表 

～連結ベースでの一人当たりの資産は４,３７３千円です～ 

市民一人当たりの貸借対照表を比較してみます。普通会計における市民一人当たりの資産総額

は3,642千円ですが、平戸市全体では4,237千円、連結では4,373千円となっています。 

一方で、負債総額は普通会計で981千円、平戸市全体では1,237千円、連結では1,298千円とな

り、普通会計に比べ連結では一人当たりの借金が317千円増加となります。昨年度と比較すると

52千円の増加となっており、連結においては将来世代の負担が加重されていることが分かりま

す。 

 

 

 

⑵ 行政コスト計算書 

～連結ベースの約半分のコストは社会保障給付です～ 

行政コスト計算書を普通会計、平戸市全体、連結で比較してみると、経常行政コストに対する

受益者からの負担割合を表す「受益者負担率」が、普通会計の10.3％に対して、平戸市全体が

31.5％、連結が34.2％と大きく異なります。これは、国民健康保険などの公営事業会計や水道事

業や病院事業などの公営企業会計は、原則受益者の負担により賄われている事業だからです。 

経常収益の構成比率を見てみると、普通会計で15.9％を占めている使用料・手数料は、平戸市

全体では3.3％、連結では2.7％となり、分担金や保険料、事業収益の割合が大きくなっているこ

とが分かります。 

また、コスト別の構成比率を見てみると、移転支出的なコストが、普通会計では46.1％、平戸

市全体では52.9％、連結では56.0％とコスト全体の約半分を占めています。 

この移転支出的なコストを形成する項目のひとつに社会保障給付がありますが、国民健康保険

事業や介護保険事業、後期高齢者医療事業の保険給付費が大きく影響しています。 



３ 普通会計､平戸市全体､連結財務書類４表の比較分析 

  
２５ 

 
 

⑶ 純資産変動計算書 

～連結ベースでの補助金等受入は、普通会計の1.97倍となっています～ 

純資産変動計算書を普通会計、平戸市全体、連結で比較してみると、補助金等受入額が平戸市

全体では普通会計の1.56倍、連結では1.97倍を超える数値となっています。これは、国や県から

の補助金等受入が、国民健康保険特別会計で18億3,794千万円、介護保険特別会計で16億8,314千

万円、後期高齢者医療広域連合で26億3,152千万円と大きかったことが影響しています。 

 



３ 普通会計､平戸市全体､連結財務書類４表の比較分析 

  
２６ 

⑷ 資金収支計算書 

連結資金収支計算書を比較する前に、対象とする「資金」の範囲が普通会計とは異なりま

す。普通会計では歳計現金のみがその範囲でしたが、連結資金収支計算書では財政調整基金や

減債基金も「資金」に含まれます。 

 

～連結での社会保障給付は、普通会計の約4.４倍となっています～ 

資金収支計算書を普通会計、平戸市全体、連結で比較してみると、「公共資産整備収支」、「投

資・財務的収支」では、それほど大きな変化はないものの、「経常的収支」のうち支出合計で平戸

市全体が1.7倍、連結で2.01倍と大きくなっています。この大部分は社会保障給付で、国民健康保

険特別会計や介護保険特別会計、後期高齢者医療広域連合によるものです。 

収入合計を見てみると、平戸市全体が1.56倍、連結で1.82倍となっており、支出と同様に国民

健康保険特別会計などの影響で、国県補助金等や分担金・負担金・寄付金、保険料などが大幅に

増加しています。また、事業収入では病院事業や水道事業、平戸市振興公社などの影響で増加し

ています。これにより、受益者負担で賄われるべき会計や団体が、平戸市全体や連結ベースに多

く含まれていることが分かります。 

また、各収支の関係は、普通会計と同様に「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の

収支不足分を「経常的収支」の収支余剰分で補われていることが分かります。 

今後も、高齢化などによる社会保障給付の増加が予想されることから、行政サービスにかか

るコストの削減や、公共資産整備支出及び地方債償還額などの経費も抑制していくことが必要

になります。 

 

 

  



３ 普通会計､平戸市全体､連結財務書類４表の比較分析 

  
２７ 

 



４ 総括 

  
２８ 

総括
 

  平戸市の財務状況を見てみると、収入の大部分は、地方税や地方交付税などの一般財源や国・県

からの補助金、地方債などが占めています。地方税は景気の影響を受けやすく、また収入のおよそ4

割を占めている地方交付税は平成28年度から段階的に縮減される（※下記参照）こととなっています。 

歳出では、近年、職員の定員適正化や経常コストの削減、地方債の繰上償還などを実施している

ものの、指標の分析では、将来世代負担比率（公共資産に占める将来世代の負担割合）や資産老朽

化比率（資産の取得価格に占める減価償却費の割合）など資産に対する将来世代の負担割合が高い

傾向にあります。 

  資産の多くは道路や学校、漁港などの公共資産であり、将来世代も恩恵を受けるものであるた

め、「世代間の負担の公平」を図る点からすると、一概に現世代までの負担割合が高いほうが望まし

いとは言えませんが、財政の健全化から考えると、将来世代の負担割合は低い方が望ましいと言え

ます。 

  このようなことから、今後は行政改革のツールとして今回作成した財務書類４表を活用し、中長

期的な資産・負債管理や適正なコスト管理に取り組むとともに、未利用財産の売却促進や資産の有

効活用に取り組むなど、将来世代の負担を抑えながら、健全な財政運営に努めていきます。 
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資料編 

  
資料－１ 

 [
資

産
の

部
]

[
負

債
の

部
]

１
　

公
共

資
産

有
形

固
定

資
産

と
売

却
可

能
資

産
か

ら
構

成
さ

れ
、

資
産

の
大

部
分

を
占

め
て

い
ま

す
。

１
　

固
定

負
債

基
準

日
（

3
月

3
1
日

）
の

翌
日

か
ら

１
年

以
降

に
支

払
い

や
返

済
が

お
こ

な
わ

れ
る

予
定

の
も

の
で

す
。

(
1
)
 
有

形
固

定
資

産
長

期
間

に
わ

た
り

住
民

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

使
用

さ
れ

る
も

の
で

、
具

体
的

に
は

土
地

、
建

物
等

が
該

当
し

ま
す

。
(
1
)
 
地

方
債

地
方

債
の

う
ち

、
翌

々
年

度
以

降
に

償
還

さ
れ

る
も

の
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

①
生

活
イ

ン
フ

ラ
・

国
土

保
全

決
算

区
分

の
「

土
木

費
」

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
(
2
)
 
長

期
未

払
金

既
に

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
を

受
け

た
も

の
で

、
ま

だ
支

払
わ

れ
て

い
な

い
も

の
な

ど
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

②
教

育
決

算
区

分
の

「
教

育
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

①
物

件
の

購
入

等

③
福

祉
決

算
区

分
の

「
民

生
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償

④
環

境
衛

生
決

算
区

分
の

「
衛

生
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

③
そ

の
他

⑤
産

業
振

興
決

算
区

分
の

「
農

林
水

産
業

費
」

、
「

労
働

費
」

、
「

商
工

費
」

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

⑥
消

防
決

算
区

分
の

「
消

防
費

」
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

(
3
)
 
退

職
手

当
引

当
金

職
員

全
員

が
当

該
年

度
末

時
点

で
退

職
し

た
場

合
に

必
要

と
な

る
退

職
手

当
額

で
あ

り
、

将
来

職
員

が
退

職
し

た
時

点
で

支
払

う

⑦
総

務
決

算
区

分
の

「
上

記
以

外
」

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
必

要
が

あ
る

金
額

で
す

。

(
2
)
 
売

却
可

能
資

産
公

共
資

産
の

う
ち

、
遊

休
資

産
や

未
利

用
資

産
の

行
政

目
的

に
使

用
さ

れ
て

い
な

い
資

産
を

表
し

て
い

ま
す

。
２

　
流

動
負

債
債

務
の

う
ち

、
１

年
未

満
に

支
払

い
や

返
済

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

も
の

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

(
1
)
 
翌

年
度

償
還

予
定

地
方

債
地

方
債

の
う

ち
、

翌
年

度
の

償
還

予
定

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

２
　

投
資

等
公

社
や

第
３

セ
ク

タ
ー

等
へ

の
出

資
金

お
よ

び
貸

付
金

や
基

金
の

ほ
か

、
回

収
期

限
が

到
来

し
て

か
ら

１
年

以
上

回
収

で
き

て
い

な
い

(
2
)
 
短

期
借

入
金

（
翌

年
度

繰
上

充
用

金
）

収
支

不
足

が
発

生
し

た
場

合
、

翌
年

度
の

予
算

か
ら

前
借

り
す

る
こ

と
に

な
り

ま
す

が
、

こ
の

前
借

額
を

計
上

し
ま

す
。

債
権

（
長

期
延

滞
債

権
）

な
ど

の
資

産
が

計
上

さ
れ

て
い

ま
す

。
(
3
)
 
未

払
金

未
払

金
の

う
ち

、
翌

年
度

の
償

還
予

定
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

(
1
)
 
投

資
及

び
出

資
金

(
4
)
 
翌

年
度

支
払

予
定

退
職

手
当

退
職

手
当

の
翌

年
度

支
払

予
定

額
を

計
上

し
ま

す
。

退
職

手
当

組
合

に
加

入
し

て
い

る
場

合
は

計
上

し
ま

せ
ん

。

①
投

資
及

び
出

資
金

公
営

企
業

や
公

社
、

第
３

セ
ク

タ
ー

等
に

対
す

る
出

資
金

、
出

え
ん

金
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

(
5
)
 
賞

与
引

当
金

翌
年

度
に

支
給

さ
れ

る
賞

与
の

う
ち

当
年

度
分

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
（

6
月

支
給

額
の

4
/
6
相

当
分

）

②
投

資
損

失
引

当
金

連
結

対
象

と
な

る
会

計
・

団
体

・
法

人
の

財
政

状
況

が
一

定
以

上
悪

化
し

た
場

合
、

そ
の

損
失

に
備

え
て

経
常

さ
れ

る

科
目

で
あ

り
、

マ
イ

ナ
ス

金
額

表
示

さ
れ

ま
す

。
負

　
　

債
　

　
合

　
　

計

(
2
)
 
貸

付
金

連
結

対
象

と
な

る
会

計
の

ほ
か

、
中

小
企

業
振

興
な

ど
の

貸
付

金
等

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

(
3
)
 
基

金
等

①
退

職
手

当
目

的
基

金
退

職
手

当
の

支
給

に
備

え
て

積
み

立
て

て
い

る
基

金
の

年
度

末
残

高
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

[
純

資
産

の
部

]

②
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

特
定

の
目

的
を

計
画

的
に

実
施

で
き

る
よ

う
に

、
個

別
に

積
み

立
て

て
い

る
基

金
の

年
度

末
残

高
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

１
　

公
共

資
産

等
整

備
国

県
補

助
金

等
住

民
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

の
財

産
を

取
得

し
た

財
源

の
う

ち
、

国
や

県
か

ら
の

補
助

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

③
土

地
開

発
基

金
土

地
開

発
基

金
の

年
度

末
残

高
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

④
そ

の
他

定
額

運
用

基
金

定
額

運
用

す
る

奨
学

資
金

貸
付

基
金

の
年

度
末

残
高

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
２

　
公

共
資

産
等

整
備

一
般

財
源

等
住

民
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

の
財

産
を

取
得

し
た

財
源

の
う

ち
、

上
記

の
国

県
補

助
金

と
（

建
設

）
地

方
債

を
除

⑤
退

職
手

当
組

合
積

立
金

退
職

手
当

組
合

に
加

入
の

場
合

、
そ

の
団

体
の

持
分

を
当

該
科

目
に

計
上

し
ま

す
。

持
分

相
当

額
が

マ
イ

ナ
ス

の
場

合
は

い
た

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

退
職

手
当

引
当

金
に

加
算

し
ま

す
。

(
4
)
 
長

期
延

滞
債

権
納

税
期

限
や

回
収

期
限

か
ら

１
年

以
上

経
過

し
、

ま
だ

収
入

さ
れ

て
い

な
い

債
権

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
３

　
そ

の
他

一
般

財
源

等
公

共
資

産
以

外
の

資
産

か
ら

、
公

共
資

産
等

整
備

財
源

以
外

の
負

債
を

差
し

引
い

た
額

を
計

上
し

て
お

り
、

翌
年

度
以

(
5
)
 
回

収
不

能
見

込
額

「
貸

付
金

」
お

よ
び

「
長

期
延

滞
債

権
」

の
う

ち
回

収
不

能
と

な
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

金
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
降

に
自

由
に

使
用

で
き

る
財

源
と

い
う

こ
と

に
な

り
ま

す
。

３
　

流
動

資
産

現
金

や
必

要
に

応
じ

て
す

ぐ
に

使
え

る
基

金
、

税
金

等
の

未
収

入
金

が
計

上
さ

れ
て

い
ま

す
。

４
　

資
産

評
価

差
額

「
（

借
方

）
1
公

共
資

産
（

2
）

売
却

可
能

資
産

」
の

取
得

価
格

と
売

却
可

能
価

格
と

の
差

額
や

「
2
投

資
等

（
1
）

投
資

(
1
)
 
現

金
預

金
及

び
出

資
金

」
の

う
ち

市
場

価
格

の
あ

る
有

価
証

券
の

取
得

価
格

と
時

価
と

の
差

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

①
財

政
調

整
基

金
将

来
の

収
入

減
や

不
測

の
支

出
に

備
え

て
積

み
立

て
る

基
金

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

②
減

債
基

金
地

方
債

の
償

還
に

備
え

て
積

み
立

て
る

基
金

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
純

　
 
資

　
 
産

　
 
合

　
 
計

③
歳

計
現

金
当

該
年

度
の

収
入

か
ら

支
出

を
差

し
引

い
た

「
歳

計
現

金
」

(
2
)
 
未

収
金

①
地

方
税

②
そ

の
他

③
回

収
不

能
見

込
額

上
記

未
収

金
の

う
ち

、
回

収
不

能
と

見
込

ま
れ

る
も

の
を

表
示

し
て

い
ま

す
。

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

負
 
債

 
・

 
純

 
資

 
産

 
合

 
計

当
該

年
度

の
歳

入
と

し
て

調
定

し
た

未
収

金
を

「
地

方
税

」
と

「
そ

の
他

」
に

分
類

し
計

上
し

て
い

ま
す

。

貸
借
対
照
表
の
説
明
書

借
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方

貸
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方
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決算統計上の区分 耐用年数 決算統計上の区分 耐用年数

総務費 土木費

庁舎費 50 道路 48

その他 25 橋りょう 60

民生費 河川 49

保育所 30 砂防 50

その他 25 海岸保全 30

衛生費 25 港湾 49

労働費 25 都市計画

農林水産業費 街路 48

造林 25 都市下水路 20

林道 48 区画整理 40

治山 30 公園 40

砂防 50 その他 25

漁港 50 住宅 40

農業農村整備 20 空港 25

海岸保全 30 その他 25

その他 25 消防費

商工費 25 庁舎 50

その他 10

教育費 50

その他 25

※減価償却の方法は残存価格ゼロの定額法とし、耐用年数は上記の表で算定しています。

普通固定資産耐用年数表
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行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
説

明
書

　
【
経

常
行

政
コ

ス
ト

】

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

　
会

支
 払

 利
 息

回
収

不
能

見
込

計
上

額
そ

の
他

（
１

）
人

件
費

（
２

）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等

１
（
３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額

小
　

　
計

（
１

）
物

件
費

（
２

）
維

持
補

修
費

（
３

）
減

価
償

却
費

小
　

　
計

（
１

）
社

会
保

障
給

付

（
２

）
補

助
金

等

３
（
３

）
他

会
計

等
へ

の
支

出
額

（
４

）
他

団
体

へ
の

　
　

　
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等

小
　

　
計

（
１

）
支

払
利

息

（
２

）
回

収
不

能
見

込
計

上
額

（
３

）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト

小
　

　
計

（
　

構
　

成
　

比
　

率
　

）

　
【
経

常
収

益
】

一
般

財
源

振
替

額

１
使

用
料

・
手

数
料

ｂ

２
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

ｃ

ｄ
／

ａ

（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ
－

ｄ

２ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ

【
性

質
別

の
行

政
コ

ス
ト

】

「
人

件
費

」
、

「
物

件
費

」
と

い
っ

た
、

主
に

予
算

科
目

で
分

類
さ

れ
る

性
質

別
経

費
と

、
「
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

金
等

」
や

「
減

価
償

却
費

」
と

い
っ

た
発

生
主

義
特

有
の

勘
定

科
目

と
で

表
さ

れ
て

い
ま

す
。

【
目

的
別

の
行

政
コ

ス
ト

】

「
生

活
イ

ン
フ

ラ
・
国

土
保

全
」
、

「
教

育
」
、

「
福

祉
」
と

い
っ

た
行

政
目

的
別

に
分

類
し

て
表

し
て

い
ま

す
。

な
お

、
決

算
統

計
の

区
分

と
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
上

の
対

応
関

係
は

下
記

の
と

お
り

で
す

。

〈
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

区
分

〉
　

　
　

　
　

　
〈
決

算
統

計
（
目

的
別

）
の

区
分

〉
　

　
生

活
イ

ン
フ

ラ
国

土
保

全
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
土

　
木

　
費

　
　

教
　

　
　

育
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
教

　
育

　
費

　
　

福
　

　
　

祉
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
民

　
生

　
費

　
　

環
境

衛
生

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
衛

　
生

　
費

　
　

産
業

振
興

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
農

林
水

産
業

費
、

労
働

費
、

商
工

費
　

　
消

　
　

　
防

 ・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
消

　
防

　
費

　
　

総
　

　
　

務
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
総

　
務

　
費

　
　

議
　

　
　

会
 ・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
議

　
会

　
費

　
　

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
 諸

支
出

金

【
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
】

　
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

に
要

し
た

経
費

か
ら

、
施

設
利

用
料

な
ど

主
に

行
政

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
過

程
で

得
ら

れ
た

受
益

者
負

担
を

差
し

引
い

た
経

費
を

表
し

ま
す

。
　

民
間

企
業

の
場

合
、

対
価

を
得

て
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
成

果
を

金
額

で
把

握
す

る
こ

と
が

可
能

ま
た

は
必

要
で

あ
り

、
利

益
が

成
果

測
定

の
尺

度
と

な
る

も
の

の
、

自
治

体
で

は
対

価
の

な
い

サ
ー

ビ
ス

提
供

が
一

つ
の

目
的

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

上
記

の
「
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
」
は

、
市

税
や

地
方

交
付

税
と

い
っ

た
一

般
財

源
等

で
賄

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
コ

ス
ト

を
表

し
て

い
ま

す
。
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純
資

産
合

計
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

そ
の

他
一

般
財

源
等

資
産

評
価

差
額

住
民

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
の

財
産

を
取

得
し

た
財

源
の

う
ち

、
国

・
県

か
ら

補
助

金
を

受
け

た
も

の
で

す
。

公
共

資
産

等
に

充
て

ら
れ

た
一

般
財

源
等

を
指

し
て

お
り

、
公

共
資

産
等

の
財

源
の

う
ち

、
国

庫
支

出
金

、
県

支
出

金
、

地
方

債
、

債
務

負
担

行
為

以
外

の
も

の
を

計
上

し
ま

す
。

公
共

資
産

等
は

通
常

、
将

来
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

や
地

方
債

償
還

の
財

源
と

し
て

使
う

こ
と

は
出

来
ず

、
す

で
に

公
共

資
産

等
に

投
下

さ
れ

た
財

源
は

拘
束

さ
れ

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

左
記

「
公

共
資

産
等

整
備

一
般

財
源

等
」
と

は
別

に
、

将
来

自
由

に
財

源
と

し
て

使
用

で
き

る
純

資
産

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

新
た

に
売

却
可

能
資

産
が

計
上

さ
れ

た
場

合
、

も
し

く
は

資
産

の
評

価
替

え
を

行
い

、
帳

簿
価

額
と

売
却

可
能

価
額

ま
た

は
再

調
達

価
額

と
の

差
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

期
首

純
資

産
残

高
前

年
度

末
の

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
純

資
産

残
高

を
計

上
し

ま
す

。

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

当
年

度
の

「
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
」
に

お
け

る
「
（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
」
を

計
上

し
ま

す
。

一
般

財
源

地
方

税

地
方

交
付

税

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

補
助

金
等

受
入

臨
時

損
益

災
害

復
旧

事
業

費
当

年
度

の
災

害
復

旧
事

業
費

を
計

上
し

ま
す

。

公
共

資
産

除
売

却
損

益
公

共
資

産
を

除
却

し
た

場
合

は
除

却
し

た
公

共
資

産
の

帳
簿

価
額

、
売

却
し

た
場

合
は

公
共

資
産

の
帳

簿
価

額
と

売
却

額
と

の
差

額
を

計
上

し
ま

す
。

投
資

損
失

投
資

お
よ

び
出

資
金

の
時

価
ま

た
は

実
質

価
額

が
取

得
原

価
に

比
し

て
著

し
く
下

落
し

た
場

合
の

時
価

ま
た

は
実

質
価

額
と

取
得

原
価

の
差

額
を

計
上

し
ま

す
。

科
目

振
替

取
得

時
の

財
源

投
入

額
や

処
分

時
の

財
源

増
加

額
を

把
握

し
、

純
資

産
変

動
計

算
書

上
で

の
財

源
の

異
動

を
明

ら
か

に
し

ま
す

。

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

公
共

資
産

整
備

に
際

し
て

、
補

助
金

等
以

外
に

ど
の

程
度

の
一

般
財

源
が

充
て

ら
れ

た
か

を
表

し
ま

す
。

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

「
貸

借
対

照
表

」
に

計
上

さ
れ

て
い

た
公

共
資

産
を

除
却

ま
た

は
売

却
し

た
場

合
、

資
産

に
充

て
ら

れ
て

い
た

財
源

に
つ

い
て

、
一

般
財

源
へ

の
振

替
処

理
を

表
し

て
い

ま
す

。

貸
付

金
・
出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
上

記
「
公

共
資

産
整

備
へ

の
財

源
投

入
」
と

同
様

に
、

貸
付

金
・
出

資
金

等
に

対
し

て
補

助
金

等
以

外
に

ど
の

程
度

の
一

般
財

源
が

充
て

ら
れ

た
か

を
表

し
て

い
ま

す
。

貸
付

金
・
出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
上

記
「
公

共
資

産
処

分
に

よ
る

財
源

増
」
と

同
様

に
、

貸
付

金
・
出

資
金

等
の

回
収

な
ど

が
あ

っ
た

場
合

、
こ

れ
ら

に
充

て
ら

れ
て

い
た

財
源

に
つ

い
て

、
一

般
財

源
へ

の
振

替
処

理
を

表
し

て
い

ま
す

。

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

有
形

固
定

資
産

の
減

価
償

却
に

伴
い

、
有

形
固

定
資

産
に

充
て

ら
れ

て
い

た
財

源
を

、
そ

の
他

一
般

財
源

等
へ

の
振

替
を

表
し

て
い

ま
す

。

地
方

債
償

還
等

に
伴

う
財

源
振

替
地

方
債

の
償

還
に

よ
っ

て
一

般
財

源
の

負
担

が
生

じ
て

い
る

（
一

般
財

源
で

地
方

債
を

償
還

し
て

い
る

）
た

め
、

財
源

の
振

替
を

表
し

て
い

ま
す

。

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

「
貸

借
対

照
表

」
に

計
上

さ
れ

た
資

産
を

評
価

す
る

こ
と

に
よ

り
生

じ
た

評
価

差
額

を
計

上
し

ま
す

。

無
償

受
贈

資
産

受
入

無
償

で
資

産
を

受
贈

し
た

場
合

の
有

形
固

定
資

産
計

上
額

を
表

し
て

い
ま

す
。

そ
の

他
そ

の
他

の
純

資
産

の
変

動
に

つ
い

て
、

そ
の

内
容

を
示

す
名

称
を

付
し

た
科

目
を

も
っ

て
計

上
し

ま
す

。

期
末

純
資

産
残

高

純
資

産
変

動
計

算
書

の
説

明
書

経
常

的
で

な
い

特
別

な
事

由
に

基
づ

く
損

益
が

発
生

し
た

場
合

、
当

該
内

容
を

示
す

名
称

を
付

し
た

科
目

を
も

っ
て

臨
時

損
益

に
計

上
し

ま
す

。
具

体
的

に
は

、
下

記
の

ほ
か

、
第

3
セ

ク
タ

ー
等

に
対

す
る

出
資

金
の

減
資

、
第

3
セ

ク
タ

ー
等

に
対

す
る

債
務

保
証

ま
た

は
損

失
補

償
の

履
行

決
定

、
勧

奨
退

職
に

よ
る

多
額

の
割

増
退

職
金

の
支

払
い

な
ど

が
該

当
し

ま
す

。
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1
　

経
常

的
収

支
の

部
「
公

共
資

産
整

備
収

支
」
お

よ
び

「
投

資
・
財

務
的

収
支

」
に

含
ま

れ
な

い
支

出
と

収
入

、
つ

ま
り

し
の

経
常

的
な

３
　

投
資

・
財

務
的

収
支

の
部

行
政

活
動

に
係

る
資

金
収

支
を

項
目

別
に

計
上

し
て

い
ま

す
。

人
件

費
投

資
及

び
出

資
金

物
件

費
貸

付
金

社
会

保
障

給
付

当
該

科
目

に
係

る
決

算
額

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
基

金
積

立
額

補
助

金
等

支
払

利
息

定
額

運
用

基
金

へ
の

繰
出

支
出

他
会

計
等

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

通
常

の
補

助
金

と
他

会
計

へ
の

補
助

金
を

区
別

す
る

た
め

、
上

記
の

「
補

助
金

等
」
か

ら
別

途
計

上
し

て
い

他
会

計
等

へ
の

公
債

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
当

該
科

目
に

係
る

決
算

書
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

ま
す

。
地

方
債

償
還

額

そ
の

他
支

出
性

質
区

分
で

い
う

維
持

補
修

費
、

災
害

復
旧

事
業

費
に

係
る

所
要

額
を

計
上

し
ま

す
。

支
出

合
計

支
出

合
計

国
県

補
助

金
等

地
方

税
当

該
科

目
に

係
る

決
算

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

貸
付

金
回

収
額

地
方

交
付

税
当

該
科

目
に

係
る

決
算

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

基
金

取
崩

額

国
県

補
助

金
等

地
方

債
発

行
額

使
用

料
・
手

数
料

公
共

資
産

等
売

却
収

入

分
担

金
・
負

担
金

・
寄

附
金

そ
の

他
収

入

諸
収

入
収

入
合

計

地
方

債
発

行
額

投
資

・
財

務
的

収
支

額

基
金

取
崩

額

そ
の

他
収

入
翌

年
度

繰
上

充
用

金
増

減
額

収
入

合
計

当
年

度
歳

計
現

金
増

減
額

経
常

的
収

支
額

期
首

歳
計

現
金

残
高

期
末

歳
計

現
金

残
高

２
　

公
共

資
産

整
備

収
支

の
部

公
共

資
産

整
備

に
伴

う
支

出
と

、
そ

れ
に

対
応

す
る

財
源

（
収

入
）
を

計
上

し
ま

す
。

な
お

、
公

共
資

産
の

整
備

を

市
で

お
こ

な
っ

た
場

合
で

な
い

場
合

で
も

、
最

終
的

な
使

途
が

公
共

資
産

整
備

で
あ

れ
ば

、
該

当
す

る
他

会
計

お

よ
び

他
団

体
補

助
金

等
の

支
出

額
に

つ
い

て
も

計
上

し
ま

す
。

公
共

資
産

整
備

支
出

市
で

お
こ

な
う

普
通

建
設

事
業

費
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

公
共

資
産

整
備

補
助

金
等

支
出

上
記

以
外

の
普

通
建

設
事

業
費

に
係

る
補

助
金

等
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

他
会

計
等

へ
の

建
設

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
他

会
計

へ
の

建
設

事
業

費
充

当
財

源
繰

出
金

に
つ

い
て

計
上

し
て

い
ま

す
。

支
出

合
計

国
県

補
助

金
等

地
方

債
発

行
額

基
金

取
崩

額

そ
の

他
収

入

収
入

合
計

公
共

資
産

整
備

収
支

額

資
金

収
支

計
算

書
の

説
明

書

左
記

に
つ

い
て

は
、

該
当

科
目

の
当

年
度

決
算

額
か

ら
、

「
公

共
整

備
収

支
の

部
」
お

よ
び

「
投

資
・
財

務
的

収
支

の
部

」
に

計
上

さ
れ

る
額

を
除

い
た

額
を

計
上

し
ま

す
。

普
通

建
設

事
業

費
の

財
源

と
な

っ
た

国
庫

支
出

金
お

よ
び

県
支

出
金

、
地

方
債

、
基

金
取

崩
額

の
ほ

か
、

そ
の

他
収

入
と

し
て

使
用

料
・
手

数
料

、
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

付
金

、
財

産
収

入
、

諸
収

入
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

法
適

用
の

公
営

企
業

等
に

対
す

る
出

資
金

・
貸

付
金

に
つ

い
て

は
、

「
他

会
計

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

」
、

「
他

会
計

へ
の

建
設

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
」
の

い
ず

れ
か

に
計

上
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
こ

れ
ら

を
除

い
た

も
の

を
計

上
し

て
い

ま
す

。

当
該

科
目

に
係

る
決

算
書

を
計

上
し

て
い

ま
す

。
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平戸市財務書類 

〒859-5192 

長崎県平戸市岩の上町 1508 番地 3 

TEL 0950-22-4111 

http://www.city.hirado.nagasaki.jp 
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